
五島市監査委員公表第４号 

 

令和７年１２月２２日に提出された地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

２条第１項の規定に基づく住民監査請求について、五島市住民監査請求に基づく監査

に関する規程（令和３年五島市監査委員訓令第１号）第１２条第７項の規定により公

表する。 

 

 

令和８年１月３０日 

 

                     五島市監査委員 米 山 尚 志 

                     五島市監査委員 山 田 洋 子 

 

  



１ 請求の内容 

(1) 請求書の提出 

令和７年１２月２２日に請求書が提出された。 

(2) 請求の要旨 

請求書に記載されている事項及びこれに添付された事実を証する書面による

と、請求の要旨は、次のとおりである。 

なお、下記の請求の趣旨及び理由については、特定の個人を識別できるものを

除き本件請求書の原文のまま記載した。 

第１ 請求の趣旨 

１ 五島市が令和７年１２月２日に入札を執行し、同月４日に落札決定した(証拠

資料１)「五島市岐宿運動場フェンス改修工事」（以下「本件工事」という。）に

係るＡ社との工事請負契約(請負決定額 3,392,400 円、落札者代表者Ｂ)につい

て、当該事業者は現職五島市議会議員並び五島市議会運営委員長の要職者であ

るＣの配偶者が代表者を務める企業であり、同議員は五島市議会議員政治倫理

条例(以下「政治倫理条例」という。)に基づく宣誓書の提出を行っていない議

員として公表されている。 

２ また、本件契約金額は、地方自治法第９２条の２(令和５年３月１日施行改正)

及び地方自治法施行令第１２１条の２により議員個人の請負について規制が緩

和される基準額３００万円を明らかに超えるものである。 

３ 以上の事情から、本件契約は、地方自治法における議員の請負制限の趣旨及

び政治倫理条例第５条の趣旨に抵触するおそれがあり、また財務会計行為とし

て著しく不当であると考えられる。 

よって、監査委員において本件契約の違法性又は不当性について監査を行い、必

要な措置(契約の是正、損害補填請求、関係職員の責任追及等)を講じられたい。 

第２ 請求の理由 

１ 事案の概要 

五島市は、令和７年１２月４日付け「本件工事」の入札を実施し、Ａ社が落

札した(落札金額、3,392,400 円(証拠１)。Ａ社の代表者は現職市会議員並び五

島市議会運営委員長の要職者でもあるＣの妻であり、当該議員は政治倫理条例

に基づく宣誓書の提出を拒否している議員である。 

２ 議員の請負制限(地方自治法・令和５年３月１日施行) 

令和４年改正地方自治法では、議員が関与する請負契約について、利益相反

防止の観点から「３００万円以内」の制限が導入されている。 

本件契約は３００万円を大きく超える金額であり、議員の配偶者が代表者を務

める企業が落札したことは、改正法の趣旨に明確に反する。 

なお、当該改正の五島市における施行日は現時点で不明であるが、一般に法改

正の趣旨は「議員の地位を利用した不当な利益取得の防止」であり、本件は、

その趣旨に照らして重大な問題を含む。 

３ 五島市政治倫理条例違反の疑い 



五島市政治倫理条例では、議員が関与する企業との契約について、利益相反

防止のための届出義務や制限が規定されている。 

しかし当該議員は、条例に基づく宣誓書の提出を拒否しており、倫理遵守体制

が確保されていない状態で配偶者企業が市と高額契約を締結したことは、条例

の趣旨に反する。 

４ 入札参加資格審査における職員(契約担当課)の注意義務違反 

当該取扱いは、「ヒエラルキーの絶対原則」に反し、上位法令の改正内容を反映

しないまま下位規範を優先させている。このような運用は、法令適用の基本原

則に照らして許容されず、違法・不当な行政運営である。 

（1）代表者が議員の配偶者であること 

（2）議員が宣誓書提出を拒否していること 

 

２ 地方自治法第２４２条の要件に係る判断 

 (1) 判断について 

地方自治法第２４２条第１項は、普通地方公共団体の住民は、当該普通地方公

共団体の執行機関又は職員について、違法若しくは不当な公金の支出、財産の取

得、管理若しくは処分、契約の締結若しくは履行若しくは債務その他の義務の負

担がある（当該行為がなされることが相当の確実さをもって予測される場合を含

む。以下「財務会計上の行為」という。）と認めるとき、又は違法若しくは不当

に公金の賦課若しくは徴収若しくは財産の管理を怠る事実（以下「怠る事実」と

いう。）があると認めるときは、これらを証する書面を添え、監査委員に対し、

監査を求め、必要な措置を講ずべきことを請求することができる旨規定し、同条

第２項は、当該財務会計上の行為があった日又は終わった日から１年を経過した

ときは、正当な理由があるときを除き、住民監査請求をすることができない旨規

定している。 

また、財務会計上の行為又は怠る事実は、普通地方公共団体に積極消極の損害

を与え、ひいては住民全体の利益に反するものでなければならず、違法、不当な

事由があるとしても、それが普通地方公共団体に損害をもたらすような関係には

ないことが明らかな場合は、住民監査請求の対象にならないとされている（最高

裁判所平成６年９月８日第一小法廷判決）。 

したがって、普通地方公共団体の住民が住民監査請求をするためには、その対

象が当該普通地方公共団体の執行機関又は職員の違法若しくは不当な財務会計

上の行為又は怠る事実であること、当該財務会計上の行為又は怠る事実により当

該普通地方公共団体に損害が生じること、正当な理由があるときを除き、当該財

務会計上の行為があった日又は終わった日から１年以内の請求であることなど

が要件となる。 

そこで、本件請求が同条に規定する要件を満しているかについて検討する。 



ア 議員の配偶者が代表を務める企業との請負契約の締結について 

   住民監査請求は、財務会計上の違法又は不当な職員の行為により当該地方公

共団体に財産的損失を生じ、又は生じるおそれのある場合において、当該行為

の執行を未然に防止すること、又は当該行為を是正することを目的としてなさ

れるものである。したがって、住民監査請求は、当該地方公共団体に損害の発

生のおそれがある場合に行うことができるのであって、当該地方公共団体に法

令違反のおそれがある行為があったとしても請求対象団体に何ら財産的損失

が生じるおそれがないものであれば、住民監査請求をすることができないもの

とされている（行政実例昭和４５年４月２１日）。 

   これを本件請求についてみると、請求人は議員の配偶者が代表を務める業者

と五島市が工事請負契約を締結したことが地方自治法第９２条の２及び地方

自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１２１条の２に規定する普通地方

公共団体の議会の議員が当該普通地方公共団体に対し３００万円を超える請

負をする者になることができないとする請負制限の趣旨に抵触し、また、五島

市議会議員政治倫理条例（平成２２年五島市条例第３４号）第５条第１項に規

定する議員の配偶者が役員をしている企業は市に対する請負を辞退するよう

努めなければならないとする請負等の遵守事項に抵触するから、財務会計行為

として著しく不当であると主張する。 

   しかし、地方自治法第９２条の２の規定は「普通地方公共団体の議会の議員

は、当該普通地方公共団体に対し請負をする者及びその支配人又は主として同

一の行為をする法人の無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくは

これらに準ずべき者、支配人及び清算人たることができない。」と規定するも

ので、本件請求にある工事請負契約の締結を制限するものではない。なお、普

通地方公共団体の議会の議員が同条の規定に該当するときは、同法第１２７条

第１項において議会が失職を決定するとされている。 

   また、五島市議会議員政治倫理条例に規定する請負等の遵守事項に抵触する

かどうかについては、「政治倫理条例は、地方公共団体の議会の内部的自立権

に基づく自主規制としての性格を有しており、このような議会の自律的な規制

の在り方についてはその自主的な判断が尊重されるべきものと解されている

（最高裁判所平成２６年５月２７日第三小法廷判決）と判示されている。 

   つまり、議員が請負等に関する遵守事項等に違反する疑いがあるときは、市

民又は議員の審査請求により、政治倫理審査会が違反の事実を審査するものと

しているのであるから、議員の政治倫理に関する事項は、五島市議会議員政治

倫理条例に基づき判断されるものである。 

  イ 市の損害の発生について 

    請求人は、工事請負契約の請負決定額や地方自治法施行令第１２１条の２に

規定する３００万円を示し、財務会計行為の不当について主張するが、明確な



損害額については請求書に記載されていない。 

ところで、地方自治法及び五島市議会議員政治倫理条例の規定に違反するか

どうかは、いずれも市議会が判断する事項であり、監査委員が判断することは

できない。 

    したがって、監査委員が当該工事請負契約について違法性又は不当性を判断

できない以上、請求人が明確な損害額を主張したとしても、当該契約により市

に損害が発生しているかどうかについて、同様に監査委員は判断することはで

きない。 

(2) 結論 

以上のとおり、本件請求は、監査委員が監査を行うことができないから、受

理することはできない。 

 


